
令和７年度予算の基本方針

一般会計
令 和 ７ 年 度 予 算 見 積 額 40,331,630 千円
令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 額 38,469,896 千円
差 引 増 減 額 1,861,734 千円
対 前 年 度 比 率 104.8 ％

災害救助基金特別会計
令 和 ７ 年 度 予 算 見 積 額 166,520 千円
令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 額 175,831 千円
差 引 増 減 額 -9,311 千円
対 前 年 度 比 率 94.7 ％

母子父子寡婦福祉資金特別会計
令 和 ７ 年 度 予 算 見 積 額 96,540 千円
令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 額 103,850 千円
差 引 増 減 額 -7,310 千円
対 前 年 度 比 率 93.0 ％

総計
令 和 ７ 年 度 予 算 見 積 額 40,594,690 千円
令 和 ６ 年 度 当 初 予 算 額 38,749,577 千円
差 引 増 減 額 1,845,113 千円
対 前 年 度 比 率 104.8 ％

（注）上記には、人件費を含まない。

令和７年度子ども・福祉政策部予算見積総括表

　中山間地域を含め、誰もが住み慣れた地域で安心して健やかに生き生きと暮らし続けることができるよう、福
祉・介護サービスの基盤強化を図るとともに、出会いや結婚支援、子ども・子育て施策を充実・強化します。
　また、災害発生時に備え、要配慮者が安心して避難生活を送ることができるよう、被災者支援の体制づくりを
進めます。

様式１



訪問介護サービス提供体制の確保 　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　63,772千円 (61,622千円)　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　[R6:58,749千円 (57,699千円)]　 
　訪問介護サービスの提供体制の確保のため、事業所の運営支援などに取り組みます。

　　　
    　■主な拡充等の内容

　☑　中山間地域介護サービス確保対策事業費                         59,073千円 (56,923千円) [R6:54,050千円 (53,000千円)]
　　　中山間地域における介護サービスの確保を図るため、遠距離（移動時間片道20分以上以遠）の居住者にサービスを提供した事業者に対す

る補助制度の拡充を行います。
    　　　■拡充内容：移動時間75分以上に基本報酬50％上乗せの枠を追加設定。

令和７年度　子ども・福祉政策部の施策のポイント 様式２

※()は一般財源、[]は令和６年度当初予算

　　

拡 元気な未来創造枠

地域で支え合う医療・介護・福祉サービス提供体制の確立とネットワークの強化

１　高知版地域包括ケアシステムの深化・推進
　
　今後の超高齢化社会の進展と生産年齢人口の減少を見据え、中山間地域を含めた福祉・介護サービスの基盤強化を図り、高齢者が住み慣れた地
域で安心して健やかに、ともに支え合いながらいきいきと暮らし続けることができる高知県を目指します。

２　福祉・介護人材の確保対策の推進と介護現場の生産性向上  
　
　デジタル化など介護現場における生産性向上や福祉・介護職場の魅力発信、多様な人材の参入を促進することにより、福祉・介護人材の確保を目
指します。　

 
介護事業所生産性向上支援事業 　　 　　　　                   　14,889千円 (ー千円) [R6:10,113千円 (ー千円)]　 
　ワンストップ型の総合相談窓口「こうち介護生産性向上総合支援センター」において、相談支援やセミナーの開催、アドバイザー派遣による事業所
への伴走支援を行うほか、小規模事業所におけるＩＣＴ等導入モデルの創出を行います。

拡

１．日本一の健康長寿県構想の推進



 
拡

新

拡

新

３　障害などにより支援を要する人がいきいきと暮らせる環境づくり
　　高知県手話言語条例の制定を契機とした手話の普及啓発等を行い、障害のある人もない人も共に支え合い、安心して生き生きと暮らせる共生社
会の実現を目指します。

 
外国人介護人材の受入拡大 　　　　　　　　　　         　  46,174千円 (7,500千円) [R6:46,804千円 (－千円)]　 　　
　外国人介護人材の受入拡大に向けて、介護事業所が行う海外現地における人材確保に向けた取り組みや、外国人介護人材の円滑な就労・定
着の促進に向けた取り組みへの支援を強化します。

　　
    　■主な拡充等の内容

　☑　外国人介護人材獲得強化事業費補助金                           　　                11,250千円（3,750千円） [－千円 (－千円)]
  　外国人介護人材の参入を促進するため、海外現地における情報収集や採用活動など介護事業所が行う人材確保に向けた取り組みを支援
　します。
　　■補助先：介護事業所
　　

☑　外国人介護人材受入環境整備事業費補助金                                　28,450千円（3,750千円） [35,030千円 (－千円)]
　　外国人介護人材の円滑な就労・定着を促進するため、日本語学習やコミュニケーションツールの導入による就労環境整備に向けた取り組みを  
 支援します。
　　■補助先：介護事業所 
　　＜拡充内容＞　補助メニュー（コミュニケーションツールの導入）の追加

手話普及等推進事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　 9,337千円 (9,337千円) [R6:-千円]　 
　高知県手話言語条例の制定を契機に、「言語としての手話の認識の普及」「手話の習得の機会の確保」「手話を使用しやすい環境の整備」を推
進するため、ろう者、手話通訳者等関係者の意見を聴く協議の場の設置及び手話に関する動画を作成し、手話の普及啓発を図ります。

 
 少子化対策と一体的に取り組むことで出会いや結婚支援、子ども・子育て施策を充実・強化し、安心して「結婚」「妊娠・出
産」「子育て」できる社会を目指します。

こどもまんなか社会の実現

　１　少子化対策の充実・強化
　２　子育てしやすい環境づくり

元気な未来創造戦略と重複するため、
「２　元気な未来創造戦略の推進」で記載



　３　厳しい環境にある子どもたちへの支援 
　　　社会的養護を必要とする子どもがより家庭に近い環境で安心して生活できるよう養育支援体制の充実を図るなど、子どもたち

が夢や希望を持って成長できる社会の実現に向けて取り組みます。

 

高知型地域共生社会の推進
    地域の支え合いの力の弱まりによる社会的孤立や顕在化する複合課題に対応するため、分野横断的な施策として、「高知
型地域共生社会」の実現に向けた取り組みをオール高知で推進します。

 支え合いの地域づくり事業費　　　　　　   418,218千円 (406,985千円) [R6:396,259千円 (380,322千円)]　
　市町村の多機関協働型の包括的な支援体制の整備を行政主体の「たて糸」として、人と人とのつながりの再生に向けたネット
ワークづくりを地域主体の「よこ糸」として推進します。

　　　■主な拡充内容
 　☑　重層的支援体制整備事業交付金                       375,238千円（375,238千円） [R6:343,646千円 (343,646千円)]

　（R6:7市町→R7:8市町に拡大予定）※「移行準備事業」を含めるとR6:24市町村→R7:27市町村に拡大予定

拡

新 児童養護施設等児童措置費（里親支援センター） 　　　　　　　　　　 　　　84,768千円 (42,385千円)[R6:-千円]　 
　
　里親のリクルートやトレーニング、子どもとのマッチング、養育支援、子どもの自立支援までを包括的に行う「里親支援センター」を設置し、一貫した
里親養育支援体制を構築します。

拡 あったかふれあいセンター事業費　 　   　 444,072千円 (435,511千円) [R6:405,034千円 (297,532千円)]　
　
「高知型地域共生社会」の拠点として、あったかふれあいセンターの安定的な運営を支援するとともに、職員向け研修の充実等により、要配慮者の
見守りや生活課題に対応した支え合いの地域福祉活動を推進し、幅広い世代に多用途で活用されるよう機能強化に取り組みます。　　　 

     ■主な拡充内容
　　　☑　あったかふれあいセンター事業費補助金　　　　　　　 　424,178千円（417,832千円）[R6:387,899千円（282,630千円）]
　　　　　 あったかふれあいセンター職員の人材確保及び定着を支援するため、スタッフの人件費にかかる補助上限額を引き上げ。
　　　　　 1人役あたりのスタッフ人件費補助上限額：310万円⇒370万円



　　

　　　

元気な未来創造枠新

拡

２.　元気な未来創造戦略の推進
　１　女性活躍の環境づくりの推進

　女子中高生へのキャリア教育推進事業　　　　　   　　　　　　　　　　　　 　18,302千円 (10,302千円)[R6：－千円] 　                                                              
 

将来的なUターンや女性の活躍推進を目指し、県内女子中高生が多様に活躍できるキャリアイメージの形成を支援します。

　　女性がその個性や能力を発揮していきいきと活躍できるよう、中高生へのキャリア形成支援や、多様なニーズに対応したきめ細か
な就労支援等に取り組みます。

 
女性デジタル人材育成事業委託料　　　　　   　　　　18,645千円 (6,645千円) [R6:15,986千円 (3,997千円)]　                                                             
　
　所得向上や柔軟な働き方を希望する県内の女性をデジタル人材として育成し、県内外の企業とのマッチング支援を行います。

　　　 ■主な拡充内容
　　　　☑　講座の定員増（30人→40人）とともに、フリーランスを含む就労につなげるためのサポートを強化。

元気な未来創造枠  メタバース婚活事業実施委託料 　　　　　　　　　　　　　　　     　20,000千円 (5,000千円) [R6:－千円 (－千円)]　 　　　　
　　独身の若者への新たな出会いの場の環境整備に向けて、メタバースプラットフォームを活用し、対面での交流をためらう方等への出会い・結婚の支

援を行います（バーチャル婚活、リアルイベントをセットで年３回実施予定）。
　

新

　　２　出会いの機会の創出と結婚支援の推進
　　　支援を希望する方の出会いや結婚の後押しに向けて、新たな出会いの場の環境整備や多様な交流機会の創出等に取り組

みます。

 マッチングアプリ運営法人連携事業　　　　　　　　　　　       　　　　7,078千円 (1,771千円) [R6:－千円 (－千円)]　 　　　
　 若者への訴求力の高い民間アプリ運営法人との連携により、出会いに向けた活動を始めていない若者へのアプローチを強化します。
　（恋愛講座４回、アイデアソン１クール・３回）

新 元気な未来創造枠

拡 交流事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　15,330千円 (3,833千円) [R6:10,220千円 (2,555千円)]　 
　
　独身の若者が希望する「気軽に参加できる出会いの場」の確保に向けて、社会人交流事業を拡充します。

　　　■主な拡充内容
　　　　☑　年齢層を絞ったイベントやR5・R6イベント参加者の同窓会などの実施。

元気な未来創造枠



　 元気な未来創造枠拡

　　　３　理想の出生数を叶える施策の推進
　　　　　子どもを持ちたいと望む方への支援体制を強化するため、不妊治療費助成の拡充やプレコンセプションケアに関する相談体

制の構築等に取り組みます。
　

不妊治療助成事業　  　　　　　　　　　 　　　　102,940千円 (100,107千円) [R6:21,506千円 (10,326千円)]　 　
　　　子どもを持ちたいと望む方が、適切な時期に不妊治療に臨み、安心・安全な妊娠・出産を迎えることができるよう支援します。また、若い世代が妊

娠や不妊治療に対する正しい知識を得るための取り組み（プレコンセプションケア※）を推進します。
　　　※男女ともに性や妊娠・出産に関する正しい知識を身に付け、健康管理を行うよう促すこと

拡

新 企業内子育て相談等体制構築委託料　　　　　　　　　　　　　　　              18,260千円 (6,087千円) [R6:－千円]　  
　共育ての更なる推進を図るため、職場において、妊娠期からの切れ目のない子育て支援を助産師等の専門職から受けられる新しい仕組み
の構築に向けたニーズ調査やモデル事業を実施します。

 ４　固定的な性別役割分担意識の解消
　　　　　誰もが仕事でも家庭でも活躍できる高知を目指し、男性の育児休業の取得促進を原動力として、「共働き・共育て」の生

活スタイルの定着に向けた取り組みを推進します。

県民運動推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,980千円 (12,980千円) [R6:7,150千円 (7,150千円)]　
 
　固定的な性別役割分担意識の解消を目指し、企業や地域、子育て世代等のターゲットに応じた意識醸成のための啓発を強化します。

　



　　
３.　県民の安全・安心の確保のための体制づくり等

南海トラフ地震等災害対策の推進

福祉避難所指定促進等事業費補助金 　　　   32,550千円 (32,550千円) [R6:16,380千円 (16,380千円)]
 福祉避難所の物資や器材の購入経費、訓練経費や社会福祉施設の防災対策への補助を行います。

　　　■補助先：市町村、社会福祉施設
      ■主な拡充内容
　　　　☑　医療機器に対応した発電機や蓄電池、浄水器などのライフラインを維持するために必要な資機材を補助メニューに追加。また、社会福祉法

人等への支援制度を追加し、通信機器や移動用器具等の資機材購入を補助。

　　災害福祉支援ネットワーク事務局運営委託料      16,347千円 (10,847千円) [R6:8,030千円 (2,530千円)]
 
 高齢者や障害のある方などに福祉支援を行うため、行政と民間が一体となって、災害福祉支援体制を構築します。

      ■主な拡充内容
　　　　☑　DWATの体制を強化するため、地域の調整役を担う地域リーダーの育成を開始する。

 
　能登半島地震の教訓等を踏まえ、福祉避難所運営の実効性の向上や、福祉支援を行う災害派遣福祉チーム(DWAT)の
強化を図るなど、要配慮者を支援する取り組みを市町村等と連携して推進します。　　

拡

拡


